（様式５）
企画提案書
	１．本業務に関する取り組み方針
　　（社会的養護出身者の自立支援に関する課題と奈良市の地域特性を踏まえ提示すること）

	

	２．全体の進め方、スケジュール
（３年間の契約期間を踏まえて提示すること）

	

	３．本事業実施における団体内のSV・研修体制
（個々の職員の支援技術向上のための取り組みを含む）

	

	４．個人情報管理
（個人情報保護規定、プライバシーポリシーを定めている場合は、添付すること。）

	①基本的な方針
②相談記録の保管方法
③相談記録以外の個人情報の保管方法


	５．組織運営上のリスク管理

	業務実施にあたり想定されるリスクとその管理方法

	６．支援の内容

	（１）相互交流の場の提供（具体的な方法、頻度、対象、工夫）
（２）相談支援

①措置解除をひかえた者に対する支援（具体的な方法や頻度、工夫）
②措置解除後及びこれまで公的支援につながらなかった者等に対する支援
（具体的な方法や頻度、工夫）
③本事業実施における連携機関（官民問わず）と具体的な連携体制
④対象者が相談しやすい支援方法、情報発信の方法について
⑤支援対象者との関係づくりをするための方法・工夫について
（３）一時避難的かつ短期間の居場所の提供（具体的な支援方法、体制等）
（４）各支援の基本的な対応時間・曜日等
（５）その他、実施したい支援の内容


	７．効果測定の方法（1年ごと）

	

	８．支援対象者の意見を聴く仕組み

	


※本様式で表現できない部分は、別途資料を添付すること
